
7 2 0 2 4 . 4  K O H O  K I K U Y O K O H O  K I K U Y O  2 0 2 4 . 4 6

一
般
会
計
　
歳
出

◆
性
質
別
経
費

　
人
件
費
や
扶
助
費
な
ど
の
義
務
的
経
費

は
、
93
億
９
，
８
２
８
万
９
千
円（
前
年

度
比
７
億
３
，
５
４
９
万
９
千
円
増
）を

計
上
し
ま
し
た
。

　
投
資
的
経
費
は
、
29
億
７
，
４
８
２
万

８
千
円（
前
年
度
比
６
，
８
５
１
万
円
減
）

を
計
上
し
ま
し
た
。

　
物
件
費
、
補
助
費
な
ど
、
繰
出
金
な
ど

の
そ
の
他
の
経
費
は
、
70
億
７
，
５
９
２

万
５
千
円（
前
年
度
比
４
億
９
，
６
２
０

万
５
千
円
増
）を
計
上
し
ま
し
た
。

特
別
会
計
の
主
な
業
務
内
容

◆
土
地
取
得
特
別
会
計

　
町
の
事
業
で
使
う
土
地
を
事
業
実
施
に

先
行
し
て
取
得
す
る
た
め
の
会
計
で
、
主

に
土
地
の
管
理
を
行
い
ま
す
。

◆
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

74
歳
ま
で
の
農
業
従
事
者
・
自
営
業

者
・
退
職
者
な
ど
の
保
険
給
付
や
、
特
定

健
康
診
査
な
ど
の
事
業
を
行
い
ま
す
。

194億4,904万2千円一般
会計歳出

人件費
28億8,470万7千円
14.8%

人件費
28億8,470万7千円
14.8%

人件費
28億8,470万7千円
14.8%

扶助費
50億3,292万7千円 
25.9%

扶助費
50億3,292万7千円 
25.9%

扶助費
50億3,292万7千円 
25.9%

公債費
14億8,065万5千円
7.6%

公債費
14億8,065万5千円
7.6%

公債費
14億8,065万5千円
7.6%

普通建設事業費
29億7,482万8千円
15.3%

普通建設事業費
29億7,482万8千円
15.3%

普通建設事業費
29億7,482万8千円
15.3%

物件費
33億6,129万2千円
17.3%

物件費
33億6,129万2千円
17.3%

物件費
33億6,129万2千円
17.3%

補助費など
26億1,798万2千円
13.5%

補助費など
26億1,798万2千円
13.5%

補助費など
26億1,798万2千円
13.5%

繰出金など
10億9,665万1千円
5.6%

繰出金など
10億9,665万1千円
5.6%

繰出金など
10億9,665万1千円
5.6%

義務的経費
93億9,828万9千円
48.3%

義務的経費
93億9,828万9千円
48.3%

義務的経費
93億9,828万9千円
48.3%

投資的経費
29億7,482万8千円
15.3%

投資的経費
29億7,482万8千円
15.3%

投資的経費
29億7,482万8千円
15.3%

その他の経費
70億7,592万5千円

36.4%

その他の経費
70億7,592万5千円

36.4%

その他の経費
70億7,592万5千円

36.4%

●自主財源　町が自主的に調達できる財源。自主財源が多い
ほど町の行政活動の自主性と安定性が高い。町税や財産収
入など。
●依存財源　町が他の支援などにより調達する財源。国や県
から交付される補助金や町債など。
●地方交付税　全国的に一定の行政水準を確保するために国
から交付されるお金。
●国庫・県支出金　国や県が事業費の一部を負担したり、補
助したりするお金。
●町債　町が施設の整備を行う場合などの財源として借り入

れるお金。
●繰入金　他の会計や基金（町の貯金）などから受け入れるお
金。
●義務的経費　支出が義務付けられていて、任意に減らせな
いお金（人件費、扶助費、公債費）。
●投資的経費　施設や道路など将来に残るものを造るために
支出されるお金。
●扶助費　社会保障制度の一環として、各種の法令（障害者
総合支援法、児童福祉法など）に基づき支出されるお金。
●繰出金　他の会計へ支出されるお金。

一
般
会
計
　
歳
入

◆
自
主
財
源

　
歳
入
全
体
の
53
・
５
％
と
な
る
自
主
財

源
は
、
１
０
４
億
１
，
３
５
７
万
２
千
円

（
前
年
度
比
７
億
２
，
３
０
３
万
７
千
円

増
）と
見
込
み
ま
し
た
。

　
町
税
は
、
個
人
町
民
税
、
法
人
町
民
税

お
よ
び
固
定
資
産
税
の
増
加
に
よ
り
79
億

１
，
９
２
８
万
７
千
円（
前
年
度
比
５
億
２
，

５
２
７
万
５
千
円
増
）と
見
込
み
ま
し
た
。

◆
依
存
財
源

　
歳
入
全
体
の
46
・
５
％
と
な
る
依
存
財

源
は
、
90
億
３
，
５
４
７
万
円（
前
年
度

比
４
億
４
，
０
１
５
万
７
千
円
増
）と
見

込
み
ま
し
た
。

　
各
種
交
付
金
は
、
地
方
消
費
税
交
付
金

な
ど
の
増
に
よ
り
増
加
す
る
見
込
み
で
す
。

　
ま
た
、
町
債
は
、
20
億
１
，
８
５
０
万

円（
前
年
度
比
３
億
９
，
１
８
０
万
円
増
）

を
借
り
入
れ
る
予
定
で
す
。
こ
の
う
ち
、

国
か
ら
交
付
さ
れ
る
べ
き
地
方
交
付
税
の

財
源
不
足
を
補
う
た
め
に
借
り
入
れ
る
臨

時
財
政
対
策
債
は
８
６
０
万
円
と
見
込
ん

で
い
ま
す
。

　
主
な
財
源
は
、
加
入
者
が
納
め
た
国
民

健
康
保
険
税
や
県
か
ら
の
支
出
金
な
ど
で

す
。

◆
介
護
保
険
特
別
会
計

　
高
齢
者
の
介
護
に
関
す
る
サ
ー
ビ
ス
給

付
な
ど
を
行
い
ま
す
。

　
主
な
財
源
は
、
40
歳
以
上
の
人
が
納
め

た
介
護
保
険
料
や
支
払
基
金
交
付
金
、

国
・
県
か
ら
の
支
出
金
な
ど
で
す
。

◆
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　
75
歳
以
上
の
人
が
納
め
た
保
険
料
を
、

医
療
給
付
を
行
う
熊
本
県
後
期
高
齢
者
医

療
広
域
連
合
へ
納
付
し
ま
す
。

　
こ
の
他
に
も
、
健
康
保
持
増
進
事
業
な

ど
を
行
い
ま
す
。

用語の説明

令和 ６ 年度予算

予算予算
町の一般会計、特別会計と下水道事業会計の予算総額は289億2,727万2千円で
前年度比12億5,252万7千円増（4.5％増）です。

令和令和６６年度年度

分担金および負担金
1億6,200万6千円 
0.8%

分担金および負担金
1億6,200万6千円 
0.8%

分担金および負担金
1億6,200万6千円 
0.8%繰入金

16億8,851万3千円
8.7%

繰入金
16億8,851万3千円
8.7%

繰入金
16億8,851万3千円
8.7%

県支出金
16億9,755万5千円
8.7%

県支出金
16億9,755万5千円
8.7%

県支出金
16億9,755万5千円
8.7%

町債
20億1,850万円 
10.4%

町債
20億1,850万円 
10.4%

町債
20億1,850万円 
10.4%

その他
16億1,625万4千円
8.4%

その他
16億1,625万4千円
8.4%

その他
16億1,625万4千円
8.4%

194億4,904万2千円一般
会計

国庫支出金
34億4,404万6千円
17.7%

国庫支出金
34億4,404万6千円
17.7%

国庫支出金
34億4,404万6千円
17.7%

地方交付税
2億5,911万5千円
1.3%

地方交付税
2億5,911万5千円
1.3%

地方交付税
2億5,911万5千円
1.3%
その他
4億6,946万2千円
2.4%

その他
4億6,946万2千円
2.4%

その他
4億6,946万2千円
2.4%

歳入

個人町民税
26億2,194万3千円 33.1％

固定資産税（土地・家屋など）
31億1,938万3千円 39.4％

町たばこ税
3億1,668万9千円 4.0％

軽自動車税
1億5,531万3千円 1.9％

歳入全体の40.7％を占める町税の内訳

使用料および手数料
1億7,430万4千円
0.9%

使用料および手数料
1億7,430万4千円
0.9%

使用料および手数料
1億7,430万4千円
0.9%

法人町民税
6億3,027万9千円 8.0％

自主財源
104億1,357万2千円 
53.5%

自主財源
104億1,357万2千円 
53.5%

自主財源
104億1,357万2千円 
53.5%

依存財源
90億3,547万円 

46.5%

依存財源
90億3,547万円 

46.5%

依存財源
90億3,547万円 

46.5%

町税
79億1,928万7千円
40.7%

町税
79億1,928万7千円
40.7%

町税
79億1,928万7千円
40.7%

固定資産税（償却資産）
10億7,568万円 13.6％

令和６年度当初予算（対前年度比）
一般会計� 194億4,904万2千円（6.4％増）
特別会計� 70億2,373万2千円（1.5％増）
下水道事業会計� 24億5,449万8千円（0.7％減）
�
総額� 289億2,727万2千円（4.5％増）

特別会計 予算額（対前年度比）

土地取得特別会計 20万8千円
（増減なし）

国民健康保険特別会計 33億5,244万1千円
（7.8％減）

介護保険特別会計 30億4,269万7千円
（11.6％増）

後期高齢者医療特別会計 6億2,838万6千円
（13.1％増）

※下水道事業会計においては、収益的支出（事業費用）と資本的支出の合計金
額を表しています。

特別会計　予算

※端数調整のため構成比の内訳と合計が合わない
場合があります。

※端数調整のため構成比の内訳と合計が合わない場合があります。

問 財政課　財政係　☎（232）2130



K O H O  K I K U Y O  2 0 2 4 . 49 82 0 2 4 . 4  K O H O  K I K U Y O

民生費
76億320万8千円
39.1％

衛生費
15億6,388万1千円
8.0％
農林水産業費
4億7,205万7千円
2.4％
商工費
1億6,826万3千円
0.9％
土木費
19億8,151万円
10.2%

消防費
7億4,272万円2千円
3.8%

教育費
30億2,359万7千円
15.6%
公債費
14億8,065万5千円
7.6%
予備費
3,167万5千円
0.2%

目的別経費

議会費
1億4,012万7千円
0.7％
総務費 
22億4,134万7千円
11.5%

下水道事業会計予算

　下水道事業（公共下水道事業と農業集落排水
事業）は、地方公営企業法を適用（財務規定など）
した会計処理であり、収益的収支と資本的収支
に分けて会計処理を行います。
◆収益的収支　下水道事業を運営するための経
営活動に要する経費とそのための財源
◆資本的収支　下水道施設の建設や改良などに
要する経費とそのための財源

※資本的収支の不足額は、損益勘定留保資金（収益的収支の
事業費用のうち現金の支出を必要としない減価償却費など
の費用）などで補

ほ

填
てん

します。

就学前教育・保育施設整備事業 2億2,704万円
放課後児童健全育成事業 1億9,793万円
社会福祉総務費 1億9,323万円
特別保育事業 1億4,110万円
東部町民センター運営事業 9,352万円
地域生活支援事業 5,799万円
重度心身障害者医療費助成費 4,665万円
障害者医療（更生医療）事業 4,271万円
子育て支援総務事業 4,058万円
地域子育て支援センター事業 3,654万円
重層的支援体制整備事業 3,550万円

衛　生　費　（前年度比12.9％増）
各種検診事業や子ども医療、清掃やごみ処理の費用など
町民が健康で衛生的な生活環境を保つために必要な経費
清掃総務費 4億1,933万円
子ども医療費助成事業 2億9,895万円
予防接種事業 2億917万円
保健衛生活動事業 1億5,217万円
塵芥処理費 1億4,203万円
健康増進・がん検診推進事業 7,862万円
妊産婦・乳児健康診査事業 6,728万円

農林水産業費　（前年度比16.9％増）
農業委員会運営や農業・畜産・林業の振興、農業土木や
農業構造改善などに必要な経費
土地改良事業 1億2,587万円
多面的機能支払交付金事業 8,688万円
農業総務費 5,619万円
総合交流ターミナル施設管理事業 4,667万円
農業振興費 4,152万円
農業集落排水事業 2,990万円
農業委員会総務事業 2,568万円

商　工　費　（前年度比4.2％増）
商工業の振興や企業誘致、工業団地の管理、観光業など
に必要な経費
企業誘致対策事業 8,349万円
商工振興費 7,544万円

土　木　費　（前年度比33.7％減）
道路や公園、町営住宅の整備や維持管理に要する経費、
土地区画整理事業などに必要な経費
菊陽杉並木公園拡張整備事業 2億6,547万円
公共下水道費 2億3,748万円
町営住宅改修事業 2億2,003万円
道路橋梁管理費 2億884万円
菊陽空港線延伸道路事業 1億7,300万円
道路新設改良単独事業 1億1,623万円

消　防　費　（前年度比39.5％増）
消防署の運営を行う菊池広域連合への消防負担金や、町
の消防団運営に要する経費、防火水槽や消防水利などの
消防施設整備に必要な経費
常備消防費 4億2,574万円
防災管理費 2億1,431万円

教　育　費　（前年度比16.1％増）
教育委員会の運営や小・中学校、社会教育、体育振興に
かかる経費、図書館運営に必要な経費
武蔵ケ丘小学校給食室改築事業 5億184万円
武蔵ケ丘北小学校校舎・給食室新築事業 4億2,395万円
小学校管理事務局費 2億4,695万円
小学校学校給食事務局費 2億535万円
事務局費 2億42万円
小学校バリアフリー化事業 1億6,762万円
中学校管理事務局費 1億1,409万円
図書館運営費 1億1,038万円
社会教育総務費 1億893万円
小学校ＩＣＴ環境整備事業 1億581万円
小学校教育振興事務局費 9,333万円
中学校学校給食事務局費 9,206万円
総合体育館運営費 9,183万円
私立幼稚園費 6,407万円
中学校ＩＣＴ環境整備事業 4,659万円
菊陽中学校校舎増築事業 3,863万円

公　債　費　（前年度比0.4％増）
町の借金である町債の返済元金および利子支払いに必要
な経費
※町債残高は、令和６年度末で214億3,258万2千円と
なる見込みです。

元金 13億4,929万円
利子 1億3,137万円

◆特別会計予算内容
国民健康保険特別会計

療養給付費 19億8,000万円
医療給付費 6億5,336万円
高額療養費 3億1,200万円

介護保険特別会計
介護サービス等諸費 27億8,564万円
高額介護サービス等費 6,537万円
介護予防・生活支援サービス事業費 5,819万円

後期高齢者医療特別会計
後期高齢者医療広域連合納付金 6億421万円
健康保持増進事業 1,602万円
一般管理費 601万円
※金額が大きい事業を記載しています。
※分かりやすいように万円単位で記載しています。

収益的収支 資本的収支

事業
収益 17億7,130万8千円 資本的

収入 6億4,386万2千円

事業
費用 14億6,708万5千円 資本的

支出 9億8,741万3千円

※端数調整のため構成比の内訳と合計が
合わない場合があります。

令和 ６ 年度予算

問 下水道課　業務係　☎（232）2164

議　会　費　（前年度比11.0％増）
議員の報酬や費用弁償、委員会の運営や議会広報など議
会の活動に要する経費
議会費 1億4,013万円

総　務　費　（前年度比29.0％増）
全般的な管理事務、企画調整事務、財務に要する経費の
他、人件費など通常必要とされる経費、統計調査や選挙
費など区分できない経費
人事一般管理費 6億6,651万円
電子計算費 2億1,827万円
三里木町民センター管理費 1億7,240万円
税務総務費 1億2,840万円
ふるさと寄附金事業 9,964万円
財産管理費（役場庁舎） 7,859万円
財政調整基金等費 7,537万円
新駅整備事業 7,259万円
地域公共交通政策費 6,867万円
賦課徴収費 6,554万円
戸籍住民総務費 5,999万円
自治会関係事業 5,766万円
行政一般管理費 4,560万円
光の森町民センター運営管理費 4,041万円
企画費 3,920万円

民　生　費　（前年度比11.2％増）
社会福祉や高齢者福祉、児童福祉など町民一人一人が一
定水準の生活と安定した社会生活を営むことを保障する
のに必要な経費
子どものための教育・保育給付事業 20億264万円
児童手当 9億8,422万円
障害者自立支援給付等事業 8億2,785万円
障害児支援事業 5億9,113万円
後期高齢者医療事業 4億9,942万円
介護保険関係費 4億5,166万円
老人福祉センター・福祉支援センター管理費 2億6,125万円
国民健康保険事業 2億5,556万円
保育所運営費 2億5,252万円

令和６年度の主な事業


